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1.  はじめに 

2026 年 7 月 28 日 16 時 27 分頃に熊本県熊本地方で M7.1 の地震が発生し、熊本県宇

城市や氷川町で最大震度 7 を観測しました。熊本県熊本地方では、大きな揺れにより建

物に大きな被害が発生しているほか、大型ショッピングセンターの爆発、工場の煙突の

転倒等の被害が確認され、被災地では今も懸命な救助活動が続けられているとともに、

多くの住民の方が避難を余儀なくされています。さらに、今回の地震により現時点（7 月

30 日午前 6 時 30 分時点）で 12 名の方がお亡くなりになっていることが確認されていま

す 1)。  

この地震でお亡くなりになった方及びそのご遺族の方には謹んでお悔やみ申し上げ

ますとともに、被災された方々には謹んでお見舞い申し上げます。  

応用地質株式会社  共創 Lab は 2022 年 4 月に発足し、自然災害が経済に与える影響に

関する調査・研究を行っております。本レポートは、2026 年 7 月 29 日時点で公表され

た情報とこれまでの研究成果に基づき、今回の地震による民間企業の直接被害額を推定

し、その概要を速報(第 1 報)としてまとめたものです。  

 

＜本レポートの内容＞  

1. 地震の概要  

2. 地震動の概要  

3. 民間企業の直接被害額の推定  

 

本レポートが、今回の地震に関する理解の一助となれば幸いです。  

 

 

  



 

2 
 

2.  地震の概要 

今回の地震は、2026 年 7 月 28 日 16 時 27 分頃に熊本県熊本地方を震源（深さ 16km）

として発生しました。地震の規模を示すマグニチュードは M7.1 で、地震発生メカニズ

ムは東北東―西南西方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型と解析されています 2)。今回の震

源の北東約 20km に 2016 年熊本地震の本震（4 月 16 日 1 時 25 分の地震、マグニチュー

ド 7.3）や同地震の前震（4 月 14 日 21 時 26 分の地震、マグニチュード 6.5）の震源が位

置しています（図 1）。今回及び 2016 年の地震の震源付近には布田川・日奈久断層帯が

存在しており、2016 年の地震の前震は日奈久断層帯（高野－白旗区間）、本震は布田川

断層帯（布田川区間）の活動によるものと考えられています 3)。今回の地震の余震の震

央分布は日奈久断層帯に沿って分布しており（図 2）、今回の地震は日奈久断層帯の活動

によるものと指摘されています 4)。  

 

 

 

図 1 2026 年（今回の地震）と 2024 年の地震の震源の位置関係  

（気象庁資料 3）から転載) 
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図 2 2026 年熊本地震（今回の地震）の震央分布  

（気象庁資料 2）から転載) 
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3.  地震動の概要 

(1)  観測点で観測された地震動  

気象庁の震度観測点 5)や、国立研究開発法人防災科学技術研究所の強震観測網（K-

NET・KiK-net）6)で震度 6 強以上が観測された観測点のうち、2026 年 7 月 29 日時点で

波形データが公表された 4 地点について、水平 2 成分合成の疑似速度応答スペクトル

（5%減衰）を計算するとともに、2016 年熊本地震（本震）の益城町宮園、K-NET 熊本、

2004 年新潟県中越地震の JMA 小千谷の疑似速度応答スペクトル1と比較しました（図 3）。

なお、図 3 に描いた 7 地点のうち 2016 年熊本地震（本震）の益城町宮園のみ震度 7 を観

測していますが、それ以外の 6 地点は全て震度 6 強を観測した地点です2。 

低層建物の躯体に大きな被害を与える指標 7)とされる周期 1-1.5 秒のスペクトルレベ

ルをみると、今回の地震の 4 地点のうち JMA 宇城市松橋町でやや大きく 300cm/s に近い

値を示しています。しかしながら、図 3 に示した今回の震度 6 強を観測した 4 地点の周

期 1-1.5 秒のスペクトルレベルは、概ね 2016 年熊本地震（本震）の K-NET 熊本や 2004

年新潟県中越地震の JMA 小千谷に近いレベルとなっています。なお、今回震度 7 を観測

した地点は自治体の震度計であり、これらの波形データは現時点では公表されていませ

ん。今回の震度 7 の地域と 2016 年熊本地震（本震）で震度 7 を観測した益城町宮園を対

象に、建物被害に影響を与える周期帯の応答スペクトルのレベルを比較するためには、

これらの波形データの公表が待たれます。  

 

 

 

図 3 今回の地震による宇土・豊野・益城・宇城の疑似速度応答スペクトルと過去の被害地

震で観測された応答スペクトルの比較 

 

※ 周期 1-1.5 秒が低層建物の躯体に大きな被害を与える指標とされる 

 
1 2016 年熊本地震の益城町宮園周辺の木造建物全壊率は約 44%8)、K-NET 熊本周辺は

0%9)、2004 年新潟県中越地震の JMA 小千谷周辺は 1.8%9)であった。  
2 2026 年 7 月 29 日時点では震度 7 を観測した観測点の波形データは公表されていない。  
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(2)  地震動の空間分布の推定 

防災科学技術研究所の強震観測点や気象庁の震度観測点で観測された地震波形を利

用して、空間補間 10)により 250m メッシュ単位で地震動分布を推定しました 3。表層地盤

の影響は観測点の PS 検層結果や微地形区分に基づき、簡易に評価しています。震源断

層モデルは国土地理院が推定したモデル 11)を利用しました。図 4 には今回の地震と 2016

年の本震の震度分布を示しました。今回の地震では、震源断層近傍の宇城市、氷川町、

八代市で震度 7 の地域が分布し、これらの地域を囲むように震度 6 強の地域が分布する

結果となりました。一方、2016 年の本震では、今回の被災地の北東にあたる益城町や西

原村で震度 7 が、これらの地域を囲むように震度 6 強の地域が分布する結果となりまし

た。なお、今回、震度 7 の地域がみられる宇城市では 2016 年の地震でも震度 6 強の地域

が広く分布しており、10 年間で 2 度目の大きな地震動を受ける結果となっています。  

なお、本結果には自治体の観測点の波形データは反映されていません。これらのデー

タが得られた場合、震度分布が変化する可能性がある点にご注意ください。  

  
(a) 2026 年熊本地震  (b) 2016 年熊本地震（本震）  

 

図 4 推定した地震動分布（震度） 
（図中の黒枠は震源断層モデルを示す） 

 
3 2026 年 7 月 29 日時点で得られた波形データのみを利用しており、自治体観測点の波形

データは利用していません。なお、自治体観測点で震度 7 を観測した地点に関しては計測

震度 6.5、震度 6 強を観測した地点については自治体観測点を除いて空間補間を行い得ら

れた観測点が所在するメッシュの計測震度（ただし、計測震度 6.0 未満の場合は 6.0 とし

た）を観測したとして補間に利用した。  

八代市  

宇城市  

益城町  

熊本市南区  

宇土市  

氷川町  

甲佐町  

美里町  

宇城市  

宇土市  

益城町  西原村  熊本市  

中央区  

御船町  

大津町  
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4.  民間企業の直接被害額の推定  

(1)  推定方法 

地震による経済への影響を推測するための基礎資料として、熊本県内の民間企業の

直接被害額（物的被害）を推定しました。被害額の推定には、全国 50m メッシュ別民

間企業資本ストックデータ 12)13)、図 4(a)に示した 250m メッシュ別地震動分布、過去

の被害データから作成した地震動と被害の関係を示す被害率曲線 14)を利用し、業種別

被害額を推定しました。  

なお、今回の推定結果は、①地震動による被害のみを対象とした被害額であって、

地震後の火災・爆発、液状化や土砂災害の被害額は含んでいない点、②今回の推定結

果は民間企業の被害額であり、住宅、公的資産(道路・港湾など)は含まれていない点、

③被害額は再調達価格4ベースである点、④現状で得られた情報に基づく推定結果であ

る点、にご留意ください。  

 

(2)  推定結果 

今回の地震による民間企業の直接被害額は約 2,200 億円～5,600 億円と推定されます。

この被害額は地震後の火災・爆発、液状化や土砂災害の影響が考慮されていません。

そのため、それらを考慮すると被害額はさらに増加する可能性があります。なお、今

回の地震による民間企業の直接被害額の推定レンジの中央値を、過去の大規模地震の

実績と比較すると、2004 年新潟県中越地震や 2024 年能登半島地震をやや上回る程度、

2016 年熊本地震の約 4 割の被害規模と推定されます（表 1）。  

 

表 1 過去の大規模地震における民間企業資本ストックの被害額と今回の試算の比較  

 

 

今回の地震による業種別被害額を表 2 に示す。表 2 から、業種別では製造業の被害

額が最も大きく約 520～1,330 億円（被害額全体に占める割合は 24%）、次いで、農林漁

業（同 18%）、卸売・小売業（同 11%）、医療・福祉（同 11%）の順に被害額が大きい

と推定されます。また、被害額の 48%を第 1 次・第 2 次産業が占めると推定されます。

今回の地震と 2016 年の地震の被害額に占める業種別割合の比較を図 5 に示します。今

回（2026 年）の地震は第 1 次・第 2 次産業や卸売・小売業、医療・福祉の占める割合

が 2016 年の地震と比べて高い傾向がみられます。逆に、卸売・小売業、医療・福祉を

除く第 3 次産業、特に運輸・郵便業や情報通信業で構成割合が低い傾向がみられます。

 
4 損害を受けた物と同等の物を再取得するのに必要な金額。  

地震名 出典

2004年新潟県中越地震 文献14)

2011年東日本大震災 文献14)

2016年熊本地震 文献14)

2018年北海道胆振東部地震 文献14)

2024年能登半島地震 200 ～ 400 文献15)

2026年熊本地震 218 ～ 561 今回の試算結果

被害額[10億円]

334

5,267

964

58
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これらの結果は、地震動や産業の地理的分布の違いが影響した結果と考えられます。  

 

表 2 今回の地震による業種別資本ストックの被害額（推定値）  

 

 

 
図 5 今回の地震（2026 年）と 2016 年の地震の民間企業の直接被害額全体に占める業種別

の構成割合（推定値） 

 

製造業の被害額について製造業中分類毎の構成割合を図 6 に示します。図 6 を確認

すると、今回（2026 年）の地震に関しては、紙・パルプ・紙加工品製造業、電子部品・

No 業種 構成割合

1 農林漁業 40 ～ 103 18%

2 鉱業・建設業 13 ～ 33 6%

3 製造業 52 ～ 133 24%

4 卸売・小売業 24 ～ 63 11%

5 金融・保険業 3 ～ 8 1%

6 不動産業 7 ～ 18 3%

7 運輸・郵便業 12 ～ 31 5%

8 情報通信業 2 ～ 6 1%

9 電気・ガス業 10 ～ 25 4%

10 飲食・宿泊サービス業 5 ～ 13 2%

11 生活関連サービス業 6 ～ 16 3%

12 医療・福祉 24 ～ 61 11%

13 その他サービス業 20 ～ 51 9%

218 ～ 561 100%

金額[10億円]

計
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デバイス・電子回路製造業、食料品製造業の順で被害額が大きいと推定されます。一

方、2016 年の地震では、電子部品・デバイス・電子回路製造業、化学工業、輸送用機

械器具製造業の順で被害額が大きく、製造業の中で大きな影響の出る分野やその波及

状況は異なることが想定されます。  

また、市区町村別被害額の分布を図 7 に示しました。地域的には、断層近傍かつ産

業が比較的集積している八代市や宇城市で被害が大きく、次いで、氷川町、熊本市南

区、宇土市の順で被害額が大きいと推定されました。  

 

  

(a) 2026 年の地震  (b) 2016 年の地震  

  

(c) 凡例（共通）  

図 6 今回の地震（2026 年）と 2016 年の地震の製造業の直接被害額全体に占める業種別の

構成割合（推定値） 
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図 7 今回の地震（2026 年）による市区町村別の民間企業の直接被害額（推定値） 

 

5.  おわりに 

本資料では、2026 年熊本地震におけるハザード情報を整理するとともに、これらのハ

ザード情報と 50m メッシュ別民間企業資本ストックデータを利用して、地震による民間

企業の直接被害額を推定しました。その結果、民間企業の直接被害額は約 2,200 億円～

5,600 億円と推定されました。民間企業の業種毎の被害額をみると、製造業、農林漁業、

卸売・小売業、医療・福祉の順で被害額が大きいと推定されました。ただし、推定された

被害額には民間企業の原材料・在庫等は含まれていない点、住宅や社会インフラ（道路・

橋梁・河川構造物・水道・港湾施設等）の被害額が含まれていない点、本推定は 2026 年

7 月 29 日時点で公表されていた情報を元に推定したもので今後の判明する情報により被

害額の推定結果は変更される場合がある点はご留意ください。  
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